
２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

100 100

原因調査件数 件 7 3 10 7 0 0 0

0

成
果
指
標

火災件数 件 16 13 12 15

0 0 0 0

0 0 0

火災予防広報.警戒広報.出場件数 件 53 81 75 71 100

活
動
指
標

15,582

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

笠間市住民対象 人 15,761 15,735 15,652 15,582 15,582 15,582

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

80 80 80 80

件 0 0 0 0

必要に応じて実施 件 76 93 80

0 0 0

11,310

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 18,750 11,948 18,750 11,310 11,310 11,310

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 18,750 11,948 18,750 11,310 11,310

他課の協力分 千円 0 0 0 0

11,310 11,310

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

1.508 11,310

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

1.508 11,310 1.508 11,310 1.508 11,310職員割合 千円 2.50 18,750 1.59 11,948 2.50 18,750

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

・適切な消火及び調査の実施 ・予防広報及び警戒
広報実施 ・火災件数の公表

⑥
活動
指標

必要に応じて実施 件
件

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

一般市民
④

対象
指標

笠間市住民対象 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

・火災件数の減少
・広報、PR等で前年度より災害発生件数の減少に努
める

⑤
成果
指標

火災件数 件
火災予防広報.警戒広報.出場件数 件
原因調査件数 件

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　適切な消火を行うことにより，他への延
焼拡大を防ぎ，火災を最小限に留める。
また，火災原因を究明することにより，今
後の火災減少を図る。 　火災多発期
に，広報車による火災予防広報を実施。
住民の要望により，罹災証明書を発行。
火災件数を公表し，火災予防思想の普
及び，啓発を図り高齢者等を中心とする
死傷者を減少させるとともに，財産の損
失を防ぐ。

　火災発生時，適切な消火及び，笠間警察署と合同で火災原因
調査を実施する。 　消防車両等を用いて，旧岩間地区全体の火
災予防を呼びかける。 　罹災証明願いを受理した場合，速やか
に罹災証明書を発行する。 　ホームページ等を利用し，火災件
数を公表する。

　火災予防広報等
を通じ市民に火災
予防の啓発を呼び
かけることにより火
災の減少を目指し，
また火災時での円
滑・適切な防御活
動を図る。

同上 同上 同上

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 消防法・笠間市消防火災原因調査規程
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 消防本部　警防課
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

S51 継続事業 共催者・関係団体
笠間市消防団笠間警
察署小施策 01　消防体制の充実

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

　
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 火災事務事業
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　消　防

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 岩間消防署【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

消防責任は市町村にあり，市民の安全安心を確保するには，必要不可
欠である。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

市民に火の取り扱いについての認識をして
もらう

市民に火の取り扱いについての認識を
してもらう

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

特になし 特になし 名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある
　広報活動等を昨年同様頻繁に実施しているにもかかわらず，災害発生件数の増加をみ
た。市のホームページ，各種情報網を活用し市民に更なる災害に対する理解を深めてもら
う。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない 　予防広報やＰＲ活動は例年同様，頻繁に実施しているが，不審火等による火災が頻発し
ている。消防団や地域防災組織等活用し更なる火災のＰＲに力を注ぎ火災被害の減少に
努力する。□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
　災害対応はマンパワーが第一である。現状でも限られた人員で限られた資機材を用いて
災害対応している状況であることから，更なる経済削減の隊員の士気に影響が出る。

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　適切な消火を行うことにより，他への延焼拡大を防ぎ，火災を最小限に留める。 　また，火災原因を究明することにより，今後の火災減少を図る。
火災発生時期等に，広報車による火災予防広報を実施。 　住民の要望により，罹災証明書を発行。 　火災件数を公表し，火災予防思想の普及
び，啓発を図り高齢者等を中心とする死傷者を減少させるとともに，財産の損失を防ぐ。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
　消防法に基づく事業であり，消防責任は市町村にある。市民の災害に対する認識・知識
の普及啓発は重要な業務であり継続的な活動が必要である。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

救急搬送人員数 人 490 506 513 535

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

活
動
指
標

15,582

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

市民 人 15,761 15,735 15,652 15,582 15,582 15,582

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

602 0 0 0

救急訓練（資器材点検の後に実施） 回 52 54 54 72

救急出動件数 件 535 564 547

54 54 54

11,213

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 22,200 10,313 22,200 11,213 11,213 11,213

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 22,200 10,313 22,200 11,213 11,213

他課の協力分 千円 0 0 0 0

11,213 11,213

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

1.495 11,213

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

1.495 11,213 1.495 11,213 1.495 11,213職員割合 千円 2.96 22,200 1.38 10,313 2.96 22,200

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

・救急搬送サービスの実施 ・救急資器材等の運用管
理 ・救急件数の公表 ・救急事故事例の対応訓練の
実施

⑥
活動
指標

救急出動件数 件
救急訓練（資器材点検の後に実施） 回

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

一般市民
④

対象
指標

市民 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

・救急活動時間の短縮
・救急活動業務の充実

⑤
成果
指標

救急搬送人員数 人

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　病気や事故等により生命身体に現実
に危険が及んでいる傷病者を，救命の
専門知識を持った隊員が，資機材を活
用し医療機関へ搬送，救命率の向上を
目的とする。

・救急隊員の救命処置の質の向上を目指す。 ・救急資機材等の
消毒，点検を実施し，救急搬送の充実を図る。 ・毎月救急月報を
作成し，担当課へ報告。

・救急車の適正利
用を，ポスター等
で広く市民へ呼び
かける。

同上 同上 同上

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 消防法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 消防本部　警防課
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

S51 継続事業 共催者・関係団体
小施策 02　救急救助体制の充実

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 　

　
総合戦略関連事業 　 　

事務事業名 救急事務事業
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　消　防

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 岩間消防署【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　法令に基づく事業であることから，職員の質の向上を図ることは基よ
り，利用者側に対してもPR等を通し，適正な利用を呼び掛けることが必
要である。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

　特になし

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

市民ニーズの多様化から様々な考えの利用
者が増えることで，本来の常務に支障をきた
す恐れがあることから，住民に対しPR法の改
善が必要。
　各救急隊において現場活動等のクオリ
ティーを統一させるため，検証及びトレーニ
ングを実施することが必要。

　消防訓練，救急法開催時において，救
急車の適正利用をPRする。

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

　特になし 　住民に対して，講習会等を通して救急
の重要性を認識させる。

名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

　消防法違反。
　事務継続する。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある
　重要案件について水戸地区救急医療協議会の指導助言の下，円滑な業務遂行が出来
た。
　また，救急救命士の病院研修についても積極的に参加し，技術の向上が図れた。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
　救急事務の実施により安心・安全な市民生活が図れた。
　救急処置の標準化（JPTEC等）により現場活動時間の短縮が図られ，傷病者等の苦痛の
軽減，重症化の防止に繋がった。
　救急隊の処置範囲の拡大に伴い資機材の高度化が図られた。
　各医療機関との緊密な連携により収容時間の短縮が図られた。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
　すべての救急事案ごとに検証を行い，隊員間の救急活動の標準化が図られている。
　救急隊の質の向上により，適正な活動が行われている。

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　救急現場において適切，高度な処置等を傷病者に提供すると同時に，現場活動時間の短縮，適切な病院選定を施し，市民の要望に答える救急
活動を行う。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である 　消防法第2条第9項救急事務実施基準に基づく事業。
　各種事故に際し救急隊を出動させ，適切な処置かつ適正な医療機関への搬送により，
市民の不安を軽減し，安心・安全な街づくり，しいては救命率の向上に繋がる。□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

市民の消防への理解を深める 回 12 12 12 12

0 0 0 0

12 12 12

0 0 0 0 0

活
動
指
標

25

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

職員 人 0 24 25 25 25 25

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

12 12 12 12

資器材の管理運用 回 144 144 144 144

庁舎，備品の維持管理 回 12 12 12

144 144 144

69,713

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 56,700 69,450 56,700 69,713 69,713 69,713

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 56,700 69,450 56,700 69,713 69,713

他課の協力分 千円 0 0 0 0

69,713 69,713

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

9.295 69,713

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

9.295 69,713 9.295 69,713 9.295 69,713職員割合 千円 7.56 56,700 9.26 69,450 7.56 56,700

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

・消防庁舎、備品の維持管理の実施 ・消防用資機材
等の管理運用 ・人事評価に関すること ・各種受付・
監視等の徹底

⑥
活動
指標

庁舎，備品の維持管理 回
資器材の管理運用 回

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

職員
④

対象
指標

職員 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

・職員の能力向上及び市民の安全確保
⑤

成果
指標

市民の消防への理解を深める 回

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　財政逼迫の折，庁舎、備品等をなるべ
く長期間使用可能な状態に維持すべく，
適宜点検等を実施している。  資機材の
管理運用については，市民の生命・身
体・財産を保護する為，常日頃から訓練
等を通し各種資機材に精通するととも
に，機能の保持に努めている。  受付・
監視等については，電話対応や来庁者
に不愉快な思いをさせないよう身なりを
正し，電話対応の際は接遇を重視し，不
審者等が侵入することのないよう監視に
当たっている。 　人事評価については，
各職員の能力及び勤務実績を踏まえ適
正な判断により評価する。

　庁舎，備品等をなるべく長期間使用可能な状態に維持すべく，
適宜点検等を実施し管理運用する。

毎週月曜救助資器
材点検 毎週火曜
救急車定期消毒
毎週水曜車両バッ
テリー点検 庁舎の
管理・確認を月1回
以上行う。

同上 同上 同上

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 笠間市消防署に関する規程、笠間市職員の人事評価に関する規程

予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 消防本部　総務課
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

S51 継続事業 共催者・関係団体
小施策 01　消防体制の充実

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

　
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 消防定例事務事業
評価区分 事務事業性質 維持管理事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　消　防

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 岩間消防署【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 88 財会事業コード 8888888



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　多種多様化する災害や自然災害に備え，防災拠点となる庁舎管理，
消防資機材等の運用は必要不可欠である。財政逼迫しているなかにお
いて，庁舎の修繕，資機材の更新も困難な状態であるから，職員の更
なる意識改革が要求される。資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　経費削減により，資機材・備品等の点検を
確実に実施し，併せて訓練等を通し取扱い
を徹底させることで，破損等を未然に防ぎ，
修繕費等の節約を図る。

特になし

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

　特になし。 　特になし 名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある 　庁舎も建設後３９年以上経過し，補修を必要とする箇所も多く出てきており，その都度対
応している。
　資機材運用については，毎週点検日を決め，定期的に点検・消毒・訓練等を実施してい
る。
　今後も，定期的に点検及び訓練を継続させ，市民の負託に応えるように努力する。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない 　知識・技能を習得することにより，災害に対する判断力・安全確保を身につけるとともに，
資機材等の機具愛護，庁舎等の保守点検に努め，不具合等を早期に発見し修繕すること
により，庁舎並びに資機材等の長期使用が可能となり，財政削減にも繋がる。□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない 　資機材に関しては，災害時の現場活動において安全・確実且つ効率的に運用されてい
る。
　また，受付監視勤務についても現在市民等から苦情等は寄せられていない。□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　大地震等の発生にも見舞われ災害対応の拠点となる庁舎も39年を経過し庁舎耐用年数も近く，老朽化による損壊等が激しく，所々修繕が必要に
なっている。　　　　　　　　　　　　現在消防行政は，市民から重大な関心が寄せられ，その期待も日増しに高まっている。しかし，今後，財政環境悪化
の中，どの様に市民ニーズに応えるかが課題。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である 　消防は地域防災の拠点である。近年多種多様化する災害に対応する知識・技能を習得
し，各種災害発生時には迅速確実な初動体制を整えておくことが重要であり，市民の安全
安心の確保に繋がる。□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

326 326

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

防火水槽の点検個数 基 316 315 315 10

0 0 0 0

314 314 314

消火栓の点検個数 基 321 324 326 172 326

活
動
指
標

314

消火栓 基 0 0 326 326 326 326 326

対
象
指
標

防火水槽 基 0 0 315 315 314 314

0 0

0 0 0 0 0 0 0

地理水利調査 回 0 0 10 2 10 10 10

315 314 314 314

消火栓の点検回数 回 0 0 326 326

防火水槽の点検回数 回 321 324 315

326 326 326

3,165

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 11,550 2,453 11,550 3,165 3,165 3,165

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 11,550 2,453 11,550 3,165 3,165

他課の協力分 千円 0 0 0 0

3,165 3,165

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.422 3,165

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.422 3,165 0.422 3,165 0.422 3,165職員割合 千円 1.54 11,550 0.33 2,453 1.54 11,550

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

回

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

・消防水利等点検維持管理　　　　 ・消火栓
・防火水槽

⑥
活動
指標

防火水槽の点検回数 回
消火栓の点検回数 回
地理水利調査

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

一般市民
④

対象
指標

防火水槽 基
消火栓 基

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

・消防水利等の維持管理を行い、火災に対する対応
力の維持向上を図り市民の生命、身体、財産を守る
・火災を最小限に食い止めるため維持管理する

⑤
成果
指標

防火水槽の点検個数 基
消火栓の点検個数 基

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　市民生活の安心安全確保のため，消
防水利点検維持管理を，毎年１回以上
実施し，消防水利の維持に努め，火災
地震等の災害が発生した場合，速やか
な消火活動により被害の軽減を図る。

　旧岩間地区の消防水利を各分団ごとに整理し，水利台帳を新
たに作成，点検を実施する。

　岩間消防署管内
の消防水利の点検
を随時実施し，災
害時に速やかに使
用出来るように整備
する。また新水利台
帳の作成を実施す
る。

同上 同上 同上

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 消防法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 消防本部　警防課
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

S51 継続事業 共催者・関係団体 笠間市消防団
小施策 01　消防体制の充実

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

　
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 消防水利施設等点検管理事業
評価区分 事務事業性質 維持管理事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　消　防

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 岩間消防署【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 88 財会事業コード 8888888



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　住民の安心安全な暮らしを守る観点からも，常時使用可能状態に維
持することは重要であり，火災等災害発生時早期鎮圧を図る上で，今
後も計画的に点検管理が必要である。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

台帳整理や点検を定期的に実施する。 　台帳整理や点検を定期的に実施す
る。

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

　老朽化が目立ち財産逼迫しているなかで
はあるが，計画的に点検改修の実施

　老朽化が目立ち財産逼迫しているなか
ではあるが，計画的に点検改修の実施

名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

市民の安心安全の低下が懸念される。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

　安心な安全な街づくりのため重要な事業であり，緊急時，消防水利を使用できる状態に
維持管理しておくことが大切である。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
　消防用水利（防火水槽，消火栓等）を点検し適正な維持管理に努めることにより，火災発
生時に速やかに対応ができ被害の軽減が図れる。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
　水利点検実施時において，地域の地形，道路及び住宅等の状況変化も把握できる様に
防火水槽台帳及び消火栓台帳にて効率よく管理。

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　市民生活の安心安全確保のため，消防水利点検維持管理を，毎年１回以上実施し，消防水利の維持に努め，火災地震等の災害が発生した場
合，速やかな消火活動により被害の軽減を図る。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
　市民の生命・身体・財産を火災から守るため，水利の点検管理は不可欠である。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

PA連携出動 件 130 200 225 255

0 0 0 0

200 200 200

救助出動 件 10 7 9 3 0

活
動
指
標

15,582

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

市民 人 15,761 15,735 15,652 15,582 15,582 15,582

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

320 300 300 300

0 0 0 0

各種救助訓練 回 120 260 349

0 0 0

11,280

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 8,775 9,083 9,615 11,280 11,280 11,280

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 8,775 9,083 9,615 11,280 11,280

他課の協力分 千円 0 0 0 0

11,280 11,280

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

1.504 11,280

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

1.504 11,280 1.504 11,280 1.504 11,280職員割合 千円 1.17 8,775 1.21 9,083 1.28 9,615

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

・各種救出救助事故事例の対応訓練 ・各種資機材
の運用管理

⑥
活動
指標

各種救助訓練 回

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

一般市民
④

対象
指標

市民 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

・迅速的確な救助活動により救出時間の短縮を図
る。 ・広報、PR等で前年度より災害発生件数の減少
に努める

⑤
成果
指標

PA連携出動 件
救助出動 件

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　各種訓練や教育訓練を実施し，複雑
多様化する各種災害に対応する救助活
動上必要な資機材を整備し，人力・機械
力等を有効に活用し迅速かつ適切に要
救助者を安全な場所へ救出救助する。

上記と同様。 救助技術大会に向けての訓練。 （ロープブリッジ救
出・県大会）

　署内において，定
期的に訓練を実施
し，年一回以上総
合訓練を実施，現
場活動を迅速に活
動出来るようにす
る。

同上 同上 同上

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 消防法・笠間市消防救助業務規程
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 消防本部　警防課
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
　 ―

S51 単年度繰返し 共催者・関係団体 笠間警察署
小施策 01　消防体制の充実

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

　
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 救助事務事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　消　防

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 岩間消防署【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　多種多様化する災害事案に対応するため，専門知識を得るための教
育，研修が必要不可欠である。また，最新式の救助資機材に計画的に
更新することが必須であり，住民の負託に応えることが重要な責務であ
る。資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

業務多忙の中，他の事務との兼合いもあり
全体での訓練が出来ないという現状のなか
において，短時間でも訓練できる環境を整
備する必要性あり。

　業務多忙の中，他の事務との兼合いも
あり全体での訓練が出来ないという現状
のなかにおいて，短時間でも訓練できる
環境を整備する必要性あり。

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

勤務の形態上，全署員を対象にした訓練計
画を立案実行する上で，予算の増加（時間
外）は避けられないことから，年次計画の中
での行事の一環の組み込み実施する。

　特になし 名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

　東日本大震災，関東・東北豪雨等の今後起こり得る大規模災害に備えて，更なる隊員の
知識，技術の向上並びに新型の救助資機材への更新が必要不可欠である。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない 　多種多様化する救助事案に適応した救出方法や救助資機材を使用した訓練を行い，救
助技術の向上を図ることで，市民の安心安全に繋がる。
　支援出動することにより，傷病者の被害の軽減や，医療機関への早期搬送に繋がる。□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
　

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　救助事案は横ばい傾向にはあるが，多種多様化する救助活動に対して，市民からは安全，確実，迅速な対応が求められている。複雑化する事案
に対応するためにも，早急に老朽化している救助資機材の更新が必要不可欠である。ＰＡ連携出動が増加している。救命率向上のためにも救急
隊，ドクターヘリ，ドクターカーとの連携強化は必須である。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
　消防法に基づき実施する業務である。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

20 20

自衛消防訓練 件 69 60 56 67 60 60 60

0

成
果
指
標

立入検査 件 103 105 170 136

0 0 0 0

110 110 110

住宅用火災警報器設置 件 38 15 14 10 20

活
動
指
標

15,582

防火対象物 件 434 426 426 426 426 426 426

対
象
指
標

一般市民 人 15,761 15,735 15,652 15,582 15,582 15,582

0 0

0 0 0 0 0 0 0

ひとり暮らし高齢者宅防火診断 60件 86 100 192 87 130 130 130

136 105 105 105

住宅用火災警報器広報 20件 38 40 40 40

防火対象物査察 110件 103 105 170

40 40 40

9,578

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 19,050 8,108 19,050 9,578 9,578 9,578

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 19,050 8,108 19,050 9,578 9,578

他課の協力分 千円 0 0 0 0

9,578 9,578

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

1.277 9,578

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

1.277 9,578 1.277 9,578 1.277 9,578職員割合 千円 2.54 19,050 1.08 8,108 2.54 19,050

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

60件

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

・各事業所等に対する査察の実施 ・ひとり暮らし高齢
者宅防火診断の実施 ・住宅用火災警報器の普及啓
発

⑥
活動
指標

防火対象物査察 110件
住宅用火災警報器広報 20件
ひとり暮らし高齢者宅防火診断

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

一般市民 市内事業所等
④

対象
指標

一般市民 人
防火対象物 件

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

・火災予防対策の充実を図る ・住警器の設置率の向
上

⑤
成果
指標

立入検査 件
住宅用火災警報器設置 件
自衛消防訓練 件

　
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　管内各事業所に対し，消防法及び笠
間市火災予防査察規程に定められた内
容をもとに，防火対象物の査察を計画的
に実施し，法令違反是正に努める。
　また，ひとり暮らしの高齢者が安全に生
活出来るよう，住宅の防火診断を実施す
る必要がある。

　年度計画に基づき予防査察を実施する防火対象物をピックアッ
プする。予防査察終了後に結果通知書を送付し，指摘事項に関
しては改修を促す。さらに，改修確認の再検査を行う。
　ひとり暮らし高齢者宅防火診断を民生委員と合同で実施し，防
火の状況を検査する。不備がある場合は，書面にて指導する。

　防火対象物の予
防査察年間１１０
件，ひとり暮らしの
高齢者宅防火診断
１３０件

同上 同上 同上

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 消防法,笠間市消防予防規程
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 消防本部　予防課
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 　

S51 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 01　消防体制の充実

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

　
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 予防事務事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　消　防

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 岩間消防署【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　市民が安心安全かつ住みよい暮らしをして行く上で非常に重要な
事業である。防火対象物に対する査察は，災害を未然に防ぎ，違反事
項に対する指摘及び改修指導は，事業所のみならず地域住民の安全
にもつながっている。今後も明確な目標設定のもと事務を遂行し，あわ
せて査察員のさらなる知識向上を図るべきである。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　入念に年度計画を練ることで，確実な実施
が可能となった。必然的に実施件数の増加
につながった。
　査察員ひとりひとりが条文理解を深めること
で，円滑な業務遂行を行った。
 
 
 
 
 
 
 
 

　前年度に引き続き，年度計画通りの査
察の実施及び査察員の知識向上を図
る。

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

　形式的な年度計画ではなく，計画内容や
計画を施す防火対象物をしっかりと吟味し調
査すべきである。その為には，査察員ひとり
ひとりが責任と向上心を抱きながら日々の業
務に当たらなければならない。

　　係長がリーダーとなり各査察員が行っ
ている業務の進捗状況を係全員で把
握。そうすることで意見交換の場面が増
え，各個人の知識が向上し，業務全体の
レベルアップにつながっている。各査察
員に対し，業務の貫徹を促すことで，責
任感が増し，確実な業務遂行がなされて
いる。

名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

・法令違反の防火対象物の増加及び火災の増加。
・地域住民の安全な保証が失われる。

対策は無い。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある
　防火対象物等の査察を行い，不備欠陥があるものに対してはこれを是正するよう積極的
な指導を行った。その結果，改修率が前年度に比べ大きく向上した。
　査察件数にあっても前年度に比べ明らかに向上している。これは効率よく業務が遂行出
来た証拠でもある。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
　査察及び防火診断等を実施することにより市民の防火意識の高揚を図り，各種災害から
住民の安全を確保し，被害を軽減させる。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない 　各種査察指導等を当務職員で実施，改善指導の向上により予防消防の充実が図られ
る。また，住宅用火災警報器等については，消防本部ホームページ等を活用し幅広い普
及活動が図れた。□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　予防業務については法令を遵守した中で遂行されており,大々的な法改正がなされていない現在,業務対象・業務を行う為の社会環境・その他に
ついて大きな変化は無い。なお,立入検査・避難訓練・ひとり暮らし高齢者宅防火診断・火災予防広報等,火災予防の啓発を積極的に行った上で,
地域住民からの多岐にわたるニーズに迅速かつ適切に対応することで信頼を獲得している。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
　消防各法令を遵守することにより，法令違反の是正及び市民の防火意識の更なる高揚を
図ることは重要である。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

15 15

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

ポンプ操法指導 回 43 41 45 48

0 0 0 0

45 45 45

防火講話等（地震体験車.煙体験） 回 10 15 13 7 15

活
動
指
標

1

岩間地区市民 人 658 872 487 290 500 500 500

対
象
指
標

岩間地区消防団ポンプ操法指導 隊 1 1 1 1 1 1

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

48 45 45 45

防火講話等(地震体験車，煙体験） 回 10 15 13 7

ポンプ操法指導 回 43 41 45

15 15 15

11,250

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 17,700 11,250 17,700 11,250 11,250 11,250

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 17,700 11,250 17,700 11,250 11,250

他課の協力分 千円 0 0 0 0

11,250 11,250

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

1.500 11,250

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

1.500 11,250 1.500 11,250 1.500 11,250職員割合 千円 2.36 17,700 1.50 11,250 2.36 17,700

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

・非常勤消防団員等に対する各種訓練指導の実施 ・
消防ポンプ操法訓練指導の実施

⑥
活動
指標

ポンプ操法指導 回
防火講話等(地震体験車，煙体験） 回

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市内事業所・消防団等 一般住民等
④

対象
指標

岩間地区消防団ポンプ操法指導 隊
岩間地区市民 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

・防火意識の向上 ・分団の技術の向上 ・災害時の消
防署と分団の連携を強固にする
・防火意識の向上により火災を減少

⑤
成果
指標

ポンプ操法指導 回
防火講話等（地震体験車.煙体験） 回

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　地震体験車を使用し地震の体験させ
防災意識の高揚を図る。 　各消防団に
消防署との連携が常に一体となる様に
火災を想定した中継訓練を実施し，団員
の団結の強固，品位の向上を図るため
規律訓練を実施。 　また，代表分団に県
央地区ポンプ操法大会出場のため約
５ヶ月間にわたりポンプ車操法の指導を
実施する。

各小中学校及び事業所に対し，起震車体験を行なう。　　　 　消
防団に対し消防ポンプの取り扱い，火災想定訓練，規律訓練の
指導を行う。

　防火講話及び消
火訓練を市民，事
業所に対し実施し，
火災発生予防に努
める。

同上 同上 同上

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 消防法,笠間市消防警防規程
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 消防本部　警防課
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

S51 単年度繰返し 共催者・関係団体 消防団,自衛消防隊
小施策 01　消防体制の充実

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

　
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 警防事務事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　消　防

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 岩間消防署【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

あらゆる災害対応をするうえで，消防団との連携は必然であり，訓練等
を通して連携の確認をすることは重要である。　また，管内学校等の自
衛消防訓練指導を通し，防災意識向上を図ることが重要。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

市民に火の取扱について認識してもらう。 市民に火の取扱について認識してもら
う。

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

特になし 特になし 名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

連携に支障をきたし，被害の拡大が見込まれる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

　訓練等を通して消防団との連携体制の強化を図り，諸動作を習得させると共に，防災に
対する意識を高めるよう指導する。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
　各種訓練を通して防災に対する意識を高めるとともに，諸動作を習得させ，災害発生時
には迅速適正な行動によって災害の軽減を図る。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
　災害現場における消防団との協力体制は出来ている。更なる連携強化を図るべく現状維
持すべきである。

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　起震車を使用し地震を体験させ防災意識の高揚を図る。 　団員の団結の強固，品位の向上を図るため規律訓練を実施。 　また，代表分団に県
央地区ポンプ操法大会出場のため約５ヶ月間にわたりポンプ車操法の指導を実施する。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
　消防組織法・笠間市消防警防規定に基づく。各種災害を予防し被害の軽減を図るには，
消防団を含めた各団体との連携協力体制は必要不可欠である。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

117 117

婦人防火クラブ認定数 人 56 61 45 35 45 45 45

0

成
果
指
標

幼年消防隊防火パレード参加数 人 271 335 292 278

0 0 0 0

292 292 292

ちびっ子消防士認定数 人 221 141 117 135 117

活
動
指
標

5

婦人防火クラブ ２団体 3 3 2 2 2 2 2

対
象
指
標

幼年消防隊 ５団体 5 5 5 5 5 5

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

1 1 1 1

認定式 回 5 5 5 5

防火パレード 回 1 1 1

5 5 5

698

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 4,875 758 4,875 698 698 698

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 4,875 758 4,875 698 698

他課の協力分 千円 0 0 0 0

698 698

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.093 698

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.093 698 0.093 698 0.093 698職員割合 千円 0.65 4,875 0.10 758 0.65 4,875

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

・ちびっ子消防隊の認定 ・消防隊のPR ・婦人防火ク
ラブとの合同研修及び訓練

⑥
活動
指標

防火パレード 回
認定式 回

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

一般市民　　　　　 笠間市幼年消防隊 土師・小島婦
人　　　防火クラブ

④
対象
指標

幼年消防隊 ５団体
婦人防火クラブ ２団体

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

・防火意識の広報、啓発を図り、幼少期から火災予防
思想を認識させる。 ・婦人防火クラブ研修件視察の
実施

⑤
成果
指標

幼年消防隊防火パレード参加数 人
ちびっ子消防士認定数 人
婦人防火クラブ認定数 人

　
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　幼年防火クラブ，婦人防火クラブを通
して火災の恐ろしさや命の尊さを認識さ
せ，火災予防の普及啓発を訴える。

幼年防火クラブ,婦人防火クラブによる火災予防パレード及び，火
災予防啓発活動の実施。

幼年・婦人防火クラ
ブの組織並びに行
事の充実。

同上 同上 同上

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 笠間市消防署に関する規定
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 消防本部　警防課
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
　 　

S51 単年度繰返し 共催者・関係団体
笠間市防火管理協会
危険物安全協会笠間
警察署

小施策 01　消防体制の充実

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

　
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 防火クラブ育成指導事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　消　防

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 岩間消防署【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　幼少時期から防火に対する意識付けをすることにより，安心安全なま
ちづくりに繋がる。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

幼少年パレードの更なるアピールの為に会
場変更を試みる。

特になし

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

更なるアピール度を増す為に，一般住民の
目に触れやすい岩間駅南駐車場に設定す
ることにより，園児バス・来賓者車両・父兄関
係車両・消防車両等の安全な駐車場の確保
ができた。
今後の確保状況は不透明である。

特になし 名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

　幼児期からの防災教育の欠如から，子どもの火遊
び等の増加が懸念される。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

　今年度も幼年防火パレードが，各関係機関の協力により円滑に行えたが，火災予防ＰＲ
方法拡大が必要。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
　地域防災に対する意識は高まりつつあり，自主防災組織発足の動きは増加傾向にある。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
　幼年消防隊が防火パレードにて街頭ＰＲすることにより，市民の火災予防への関心が高
まる。

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　幼年防火クラブ，婦人防火クラブを通して火災の恐ろしさや命の尊さを認識させ，火災予防の普及啓発を訴える。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
　幼年期における防火・防災に対する意識付けは大切である。また，自主防災組織等地域
ぐるみでの防災に対する普及啓発活動も重要である。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

修了証発行者数 人 355 250 157 310

0 0 0 0

300 300 300

0 0 0 0 0

活
動
指
標

350

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

受講者数 人 406 250 328 706 350 350

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

21 22 22 22

0 0 0 0

救命講習会 回 19 20 18

0 0 0

1,238

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 13,200 1,013 13,200 1,238 1,238 1,238

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 13,200 1,013 13,200 1,238 1,238

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,238 1,238

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.165 1,238

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.165 1,238 0.165 1,238 0.165 1,238職員割合 千円 1.76 13,200 0.14 1,013 1.76 13,200

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

・普通救命講習会、応急手当て講習会、AED講習会
等の実施

⑥
活動
指標

救命講習会 回

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

一般市民
④

対象
指標

受講者数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

･バイスタンダーの育成による救命率の向上
⑤

成果
指標

修了証発行者数 人

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　バイスタンダーCPRの実施状況率を向
上させ市民の救命率の向上を目的とす
る。。

・各種団体及び事業所等の要請により，普通救命講習会，応急手
当講習会，AED講習会を実施する。 ・広報誌等を利用し市民に
参加を呼びかけ毎月第２日曜日に普通救命講習会を実施する。

　救命講習会受講
を市民に対し斡旋
し，救命率向上に
努める。

同上 同上 同上

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 消防法・笠間市消防救急業務規程
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 消防本部　警防課
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

S51 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 02　救急救助体制の充実

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

　
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 応急手当普及指導事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　消　防

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 岩間消防署【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　市民の救命率向上の観点から，重要な事務であり，多くの市民が当
講習会を受講し知識を得ることが必要である。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　笠間市消防本部が発行している普通救命
講習会において，裏面の再講習欄にも記入
がないのが現状である。市民がいつでも「救
命処置」ができるようにバイスタンダーCPRの
フローチャート等が記載してあれば，修了証
を携帯している市民はスムーズに講習会で
習得したスキルを発揮出来ると思う。

市女性消防団，民間ボランティア等を活
用することで，人件費の削減を図った。

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

　特になし 　上記に同じ。 名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

　

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

　救急隊到着までの間，有効な応急手当により救命率向上を図る上で，必要不可欠な事
業である。更なる拡充が必要である。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
　救急講習会での一次救命処置の重要性を理解させるため，プレゼンテーション能力を向
上させるための訓練・勉強会を実施する。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
　笠間ハートサポーターの増員を目指す。若い市民にも協力を得る。

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　笠間ハートサポーターの協力で人件費削除が出来ている。  　救命の啓発に努める。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
　講習会等で救命率向上の為に，市民に対して，質の高い心肺蘇生法を習得させる。

□ 見直しの余地がある


